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【表３】実質的な地方交付税の推移 

平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度平成１６年度平成１５年度 対前年度
増　減　額
１億６，２１０万円５１億４，５８５万円４９億８，３７５万円５２億２，４５７万円５２億５，２６２万円５１億７，５２１万円５１億９，２１９万円地 方 交 付 税

１億３，４１３万円４６億８，２７１万円４５億４，８５８万円４７億８，５５４万円４７億８，３６１万円４６億６，４１７万円４６億２，９１６万円普通交付税

２，７９７万円４億６，３１４万円４億３，５１７万円４億３，９０２万円４億６，９０２万円５億１，１０４万円５億６，３０３万円特別交付税

△２，９６２万円４億３，８０５万円４億６，７６８万円５億１，５４０万円５億８，９７０万円７億７，０７０万円１１億２，７５０万円臨 時 財 政 対 策 債

１億３，２４７万円５５億８，３９０万円５４億５，１４３万円５７億３，９９７万円５８億４，２３２万円５９億４，５９１万円６３億１，９６９万円
計

（実質的な地方交付税）

△７億３，５７８万円△８億６，８２６万円△５億７，９７２万円△４億７，７３６万円△３億７，３７８万円実質的な地方交付税の比較
（対平成１５年度）
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【市税】
個人市民税、法人市民税、固定資

産税、都市計画税、軽自動車税、市
たばこ税、入湯税があります。
【地方交付税・臨時財政対策債】
地方交付税は、全国の地方公共団

体間の財政的な不均衡を調整して、
どこに住んでいても標準的な行政サ
ービスや基本的な社会資本が提供で
きるように財源を保障する制度で、
地方の固有財源です。
地方交付税は、国税として徴収さ

れる税（所得税・法人税・酒税など
５税）の一定割合を地方に交付する
仕組みになっていますが、不景気な
どで税収が不足し、地方に必要な地
方交付税を確保できない場合は、国
が借金をして地方に交付していまし
た。　
しかし、平成１３年度からは、不足
分については国と地方がその借金を
折半するよう見直しが行われました。
この地方の借金のことを『臨時財政
対策債』といい、その元利償還金は、
全て後年度の地方交付税で交付され
ます。もともと地方交付税として交
付されていたものが、臨時財政対策
債に変更されたことから、これらの
合計を実質的な地方交付税というこ
とができます。
【退職手当債】
戦後の第一次ベビーブーム時に生

まれた『団塊の世代』の大量退職な
どに伴う退職手当の大幅な増加に対
処するため、定員管理・給与適正化
計画を定め、総人件費の削減に取り
組む地方公共団体に対し発行が認め
られる地方債です。
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